
居住年 平成 26年 4 月～令和 3年 12 月（現行措置）
令和元年 10 月～令和 2年 12 月（追加措置）

控除限度額 
所得税の課税総所得金額等の 7％ 

（最高 13.65 万円） 
同左 

控除期間 10 年 13 年 

R15 年度まで 
適用年度を延長 

【入居年月日】 

31
年
（
元
年
）

平成 31 年 1 月 1 日～令和元年 9月 30 日 
（9 ヶ月間） 

追
加
措
置

令和元年 10 月 1 日～令和元年 12 月 31 日
（3ヶ月間） 

2
年

令和 2年 1月 1日～令和 2年 12 月 31 日
（12 ヶ月間） 

3
年

令和 3年 1月 1日～令和 3年 12 月 31 日 
（12 ヶ月間） 

【課税年度】

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
R12 R13 R14

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
R13 R14 R15

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

＜控除適用年度のイメージ図＞

＜個人住民税における住宅ローン控除＞

〔控除額〕
       ‥･〔借入金年末残高×１％〕 

       ‥･〔借入金年末残高×１％〕と〔建物購入価格×2％÷3年〕のいずれか少ない金額 

消費税率引上げによる負担増分


